
価格転嫁
できたのは

半分に満たない
38.7%

今期の国内景気ＢＳＩ値は▲２．９（前期実績１１．５）と幾分下降した。
コロナ感染者数は減少し、全国旅行支援やインバウンド等の観光需要も
あって人流は増加傾向にあるものの、原材料・エネルギー価格の高騰や
需要不足の影響が続く業種を中心にやや下降した。
今後の予想については、コロナ対策の緩和による経済活動の正常化や５月の
大型連休等観光需要への期待感から、２０２３年４～６月期は１０．１とプラスに
転じ、７～９月期は８．４と、上昇基調で推移する見通し。

第１位は「原材（燃）料高」（66.9％）、第２位は「受注・売上不振」（３９．７％）、
第３位は「求人難」（３８．５％）、第４位は「人件費負担増大」（２２．９％）、第５位は

「技能労働者不足」（１３．０％）であった。
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（注）１～３月期のBSI値は、2022年10月～12月期の景況感を基準に
強気なら「プラス」、弱気なら「マイナス（▲）」で表している。算出
方法は、上昇回答から下降回答を差し引き、２分の１を乗算。

（注）BSI値=(上昇[増加、他]-下降[減少、他])×1/2

今期の自社業況ＢＳＩ値は▲７．５（前期実績１２．７）と下降した。
すべての業種で自社の商品・請負価格が上昇する一方で、経常利益は
減少が続く等、コスト増に対する価格転嫁の遅れが目立った。また、需要
拡大に伴う人手不足や人件費負担の増加といった問題も重なり、売上高や
利益を押し下げる要因となっている。今後の予想については、経済活動の
正常化や観光需要の回復等の期待感もあり、４～６月期は４．８、７～９月期は
２．８と持ち直しが続くものの、国内需要の本格的な回復への不透明感や
コスト増等の懸念材料もあり、やや慎重な見通しとなっている。

自社業況 BSI値

国内景気動向
自社業況（総合判断）

1. 生産・売上高、工事施工高
2. 製・商品・サービス・請負価格
3. 経常利益
4. 所定外労働時間
5. 製・商品在庫
6. 資金繰り
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【 お問い合わせ 】 　中小企業支援部　l 075-341-9780 調査結果概要は本所ホームページからダウンロードできます。

価格転嫁について 多くの企業が十分な価格転嫁ができていないと回答
～競合他社との価格競争や消費者の節約・低価格志向が課題～

▶ 

KYOTO

実
績

京都企業のBSI値 ：  ２月下旬から３月上旬にかけて同調査を実施し、５０９社中３５３社から回答を得た（対象は、京都府内に本社、本店などを持つ企業）。
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国内景気 BSI 値
（前期実績 11.5）
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予想-7.5
自社におけるコスト増加分の価格転嫁について1

取引先との価格交渉の協議について2

A
47.8％

C 8.3％

D
18.2％

F
1.9％

E
5.1％

取引先に協議を申し込み、応じてもらえた

取引先に協議に応じてもらえない

取引中止等を懸念して協議を申し込まなかった

取引先から、コスト上昇分の取引価格反映について協議を申し込まれた

取引先から、取引価格の維持や減額について協議を申し込まれた

取引先から、取引価格の維持や減額について一方的な通知があった

その他

A
B
C
D
E
F
G

G
12.1％

全く価格転嫁
できていない

14.4%

コストが
増加していないため、
転嫁する必要がない

1.8%

全て価格転嫁
できている

8.5%

半分以上は
価格転嫁

できている
36.7%

十分な
価格転嫁が

できていない

価格交渉の協議が
できている企業    66.0％

A D

価格交渉の協議が
できていない企業    16.9％

B C FB 6.7％

価格転嫁できない要因 ＜複数回答＞3
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■ 需要が減少している
■ 消費者の節約志向・低価格志向が続いている
■ 取引先から価格の据え置き要求・値下げ要求があった
■ 予め販売価格を固定した長期契約により、足元の価格変動を反映できない
■ 競合他社が販売価格を上げていない
■ 既に価格を上げており、これ以上の転嫁は困難
■ 価格転嫁しなくても大きな影響はない
■ その他

第3位

第2位

第1位

66.9

39.7 38.5

22.9

13.0 12.5 11.9 11.3
6.5 5.7

■ 「全て価格転嫁できている」と回答したのは全体の８．５％に留まる
■ 全体の８９．９％の企業は十分な価格転嫁ができていない
　　（「半分以上は価格転嫁できている（３６．７％）」、「価格転嫁できたのは半分に満たない（３８．７％）」「全く価格
　　転嫁できていない（１４．４％）」）

■ 業種別の回答の特徴
　 　● 小売業と運輸・倉庫業では「全て価格転嫁できている」と回答した企業はなし
　 　● 運輸・倉庫業では全ての企業が「価格転嫁できたのは半分に満たない」または「全く価格転嫁できていない」と
　　  回答するなど非常に厳しい状態

（注）今期の数値のみ表記

第１位 第2位 第3位

「競合他社が販売価格を上
げていない」は、特に「卸売
業（３７．５％）」「製造業（３４．
０％）」「建設業（３３．３％）」で
高い回答率

「消費者の節約志向、低価格志
向が続いている」は、「小売業

（６６．７％）」「サービス業（４４．
７％）」等、消費者向けの事業を
営んでいる業種が多く回答

「需要が減少している」は、規
模や業種にかかわらず多く
の回答があり、企業が価格転
嫁に踏み切れない要因に

「全く価格転嫁できていない」

運輸・倉庫業（57.9％）が最も多く、
次いでサービス業（23.9％）、小売
業（14.3％）が回答

「価格転嫁できたのは
  半分に満たない」

建設業（60.7％）、小売業（50.0％）
で、半数以上の企業が回答

「半分以上は
  価格転嫁できている」

卸売業（54.8％）、製造業（42.1％）
小売業（35.7％）で回答が多い
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（注）１～３月期のBSI値は、2022年10月～12月期の景況感を基準に
強気なら「プラス」、弱気なら「マイナス（▲）」で表している。算出
方法は、上昇回答から下降回答を差し引き、２分の１を乗算。

（注）BSI値=(上昇[増加、他]-下降[減少、他])×1/2

今期の自社業況ＢＳＩ値は▲７．５（前期実績１２．７）と下降した。
すべての業種で自社の商品・請負価格が上昇する一方で、経常利益は
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国内景気 BSI 値
（前期実績 11.5）
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予想-7.5
自社におけるコスト増加分の価格転嫁について1

取引先との価格交渉の協議について2

A
47.8％

C 8.3％

D
18.2％

F
1.9％

E
5.1％

取引先に協議を申し込み、応じてもらえた

取引先に協議に応じてもらえない

取引中止等を懸念して協議を申し込まなかった

取引先から、コスト上昇分の取引価格反映について協議を申し込まれた

取引先から、取引価格の維持や減額について協議を申し込まれた

取引先から、取引価格の維持や減額について一方的な通知があった

その他

A
B
C
D
E
F
G

G
12.1％

全く価格転嫁
できていない

14.4%

コストが
増加していないため、
転嫁する必要がない

1.8%

全て価格転嫁
できている

8.5%

半分以上は
価格転嫁

できている
36.7%

十分な
価格転嫁が

できていない

価格交渉の協議が
できている企業    66.0％

A D

価格交渉の協議が
できていない企業    16.9％

B C FB 6.7％

価格転嫁できない要因 ＜複数回答＞3

22.9%
25.9%

18.4%
15.0%

30.8%

16.2%

3.0%

10.5%
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■ 需要が減少している
■ 消費者の節約志向・低価格志向が続いている
■ 取引先から価格の据え置き要求・値下げ要求があった
■ 予め販売価格を固定した長期契約により、足元の価格変動を反映できない
■ 競合他社が販売価格を上げていない
■ 既に価格を上げており、これ以上の転嫁は困難
■ 価格転嫁しなくても大きな影響はない
■ その他

第3位

第2位

第1位

66.9

39.7 38.5

22.9

13.0 12.5 11.9 11.3
6.5 5.7

■ 「全て価格転嫁できている」と回答したのは全体の８．５％に留まる
■ 全体の８９．９％の企業は十分な価格転嫁ができていない
　　（「半分以上は価格転嫁できている（３６．７％）」、「価格転嫁できたのは半分に満たない（３８．７％）」「全く価格
　　転嫁できていない（１４．４％）」）

■ 業種別の回答の特徴
　 　● 小売業と運輸・倉庫業では「全て価格転嫁できている」と回答した企業はなし
　 　● 運輸・倉庫業では全ての企業が「価格転嫁できたのは半分に満たない」または「全く価格転嫁できていない」と
　　  回答するなど非常に厳しい状態

（注）今期の数値のみ表記

第１位 第2位 第3位

「競合他社が販売価格を上
げていない」は、特に「卸売
業（３７．５％）」「製造業（３４．
０％）」「建設業（３３．３％）」で
高い回答率

「消費者の節約志向、低価格志
向が続いている」は、「小売業

（６６．７％）」「サービス業（４４．
７％）」等、消費者向けの事業を
営んでいる業種が多く回答

「需要が減少している」は、規
模や業種にかかわらず多く
の回答があり、企業が価格転
嫁に踏み切れない要因に

「全く価格転嫁できていない」

運輸・倉庫業（57.9％）が最も多く、
次いでサービス業（23.9％）、小売
業（14.3％）が回答

「価格転嫁できたのは
  半分に満たない」

建設業（60.7％）、小売業（50.0％）
で、半数以上の企業が回答

「半分以上は
  価格転嫁できている」

卸売業（54.8％）、製造業（42.1％）
小売業（35.7％）で回答が多い
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